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第 4部  総合分析 
第1章 研究実施フロー 
第 4 部における研究実施フローを図 4-1-1 に整理する。第 4 部では、「第 2 部」、「第 3 部」

の結果を踏まえ、総合的に分析を行い（図中①）、それら総合分析の結果等を踏まえて、提言

をとりまとめる（図中②）。

 
図 4-1-1 第 4 部における研究実施フロー 

① 総合分析

・ 「第2部」「第3部」の結果を総合的に分析

② 提言

・ 提言としてとりまとめ

・「第2部」「第3部」の結果を総合的に分
析

・総合分析の結果等をふまえ、提言をとり
まとめ
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第2章 総合分析 
本研究では、第 3 部において収集・整理した、地方・中小規模大学における優れた知財活

用例（大学としての優れた知財活動・取り組み事例を含む）を、表 4-2-1 に示す計 13 の区分

で類型化する。

表 4-2-1 は、まず、大区分として「活動」「体制」を区別した上で、中区分として「連携強

化」「発掘・出願・登録」「管理・活用」「学内体制」「その他（教育・啓発等）」の 5 つで階層

化し、更にそれらを計 13 の小区分で分類したものである。

当該区分は、本研究におけるヒアリング調査結果等をもとに、大学における概ねの体制構

築の視点・知財活動等を構造化したものである。これらをイメージ図として整理したものを

図 4-2-1 にあわせて整理する。

 
表 4-2-1 今回注目した知財活動・取り組み区分 

大区分 中区分 小区分 区分 No 

産業界からのアクセシビリティ向上 1 

地元との繋がり強化 2 連携強化 

新たな展開機会探索 3 

学内シーズ発掘・評価 4 

出願段階 5 発掘・出願・登録 

登録段階 6 

知財管理・フォロー 7 

活動 

管理・活用 
事業化支援 8 

産学連携・知財関連組織体制構築 9 

知財管理の仕組み等の構築 10 体制 学内体制 

専門性の強化 11 

知財教育・啓発活動 12 
  

教 育 ・ 啓

発・人材育

成、等 

その他（教育・啓

発等） 
その他 13 

 
今回収集・整理した事例は、必ずしも、表 4-2-1 のどれか一区分に分類される性質のもの

ではないが、以降、本研究では便宜上、最も関係性の高いと思われる区分に分類を行う。
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図 4-2-1 今回注目した知財活動・取り組み区分（イメージ） 

教育・啓発・
人材育成、等

（E.）

体制
（D.）

教育・啓発・
人材育成、等

（E.）

体制
（D.）

活動
（A.B.C.）

今回注目した、地方・中小規模大学における知財活動・取り組み区分 （計13区分）今回注目した、地方・中小規模大学における知財活動・取り組み区分 （計13区分）

 区分_9

 区分_12

A.
連携強化

A.
連携強化

B.
発掘・出
願・登録

B.
発掘・出
願・登録

C.
管理・活
用

C.
管理・活
用

A.
連携強化

A.
連携強化

B.
発掘・出
願・登録

B.
発掘・出
願・登録

C.
管理・活
用

C.
管理・活
用

活動の流れ活動の流れ

 区分_1

 区分_2

 区分_3

 区分_4

 区分_5

 区分_6

 区分_7

 区分_8

中区分 小区分 区分

A.
連携強化

産業界からのアク
セシビリティ向上

1

地元との繋がり強
化

2

新たな展開機会
探索

3

B.
発掘・出
願・登録

学内シーズ発掘・
評価

4

出願段階 5

登録段階 6

C.
管理
・活用

知財管理・フォ
ロー

7

事業化支援 8

D.
学内体制

産学連携・知財関
連組織体制構築

9

知財管理の仕組
み等の構築

10

専門性の強化 11

E.
その他
（教育・啓
発等）

知財教育・啓発活
動

12

その他 13

中区分 小区分 区分

A.
連携強化

産業界からのアク
セシビリティ向上

1

地元との繋がり強
化

2

新たな展開機会
探索

3

B.
発掘・出
願・登録

学内シーズ発掘・
評価

4

出願段階 5

登録段階 6

C.
管理
・活用

知財管理・フォ
ロー

7

事業化支援 8

D.
学内体制

産学連携・知財関
連組織体制構築

9

知財管理の仕組
み等の構築

10

専門性の強化 11

E.
その他
（教育・啓
発等）

知財教育・啓発活
動

12

その他 13

活動の流れ活動の流れ

活動の流れ活動の流れ

 区分_10  区分_11

 区分_13

 

（備考）図中右表は、表 4-2-1 に対応している。図中右側のイメージ図内に、対応する 13
区分を記している。
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事例分類に先立ち、まず、表 4-2-1 の各小区分に対して、地方・中小規模大学にとって「想

定される課題」を整理する。結果を表 4-2-2 に示す。

本研究においてヒアリング調査を実施した大学等は、第 2 部の結果等に基づき、特定の指

標の下で何らかの特徴を有する大学47であり、それら大学の取り組みは、他大学にとって先

進的な参考事例となり得ると考えられる。以降、各区分毎に対応する事例を整理し、地方・

中小規模大学に適した知財活用の在り方を検討するための基礎資料とする。

（各区分と事例の対応は表 4-2-3 を参照）

 
表 4-2-2 地方・中小規模大学にとって「想定される課題（例）」 

大区分 中区分 小区分 想定される課題（例） 区分
No 

活動 連携強化 産業界からのアクセ

シビリティ向上 
大学の「見える化」に力を入れたり、学内外

からのアクセシビリティを向上させたい。 
1 

    地元との繋がり強化 
地域としての連携を強化したい。地元地域が

抱える課題に積極的に応え、より一層の社会

還元を進めたい。 
2 

    新たな展開機会探索 
連携講座の設置や、自治体との連携、企業へ

の説明会等によって、新しい共同研究の芽を

見つけたい。 
3 

  発掘・出願・

登録 学内シーズ発掘・評価 
学内のシーズを適切に把握して、知財として

適切に保護・管理をしていきたい。先生方を

一層サポートしていきたい。 
4 

    出願段階 特許出願関連経費を絞り込みたい。特許の質

を向上させたい。 
5 

    登録段階 審査請求判断や登録判断等の考え方、他大学

における運用方法等が知りたい。 
6 

  管理・活用 知財管理・フォロー 
知財管理を効率化したい。大学における特許

取得の目的や知財活動のポイントを明確化

したい。 
7 

    事業化支援 
外部機関の活動内容を知りたい。外部機関の

活用によって、実際にどういった効果等があ

るのか知りたい。 
8 

体制 学内体制 産学連携・知財関連組

織体制構築 
自大学に適した産学連携・知財関連組織体制

の構築を行いたい。 
9 

    知財管理の仕組み等

の構築 
学内における知財管理の取り組み・仕組みを

強化したり、知財管理コストを抑えたい。 
10 

    専門性の強化 専門性を強化することで、産学連携・知財関

連活動の一層の活性化を図りたい。 
11 

知財教育・啓発活動 知財教育や、啓発活動に力を入れたい。 12 
  

教育・啓

発・人材

育成、等 

その他

（教育・啓発

等）
  その他 知財を適切に保護・活用等していく上で、留

意点等があれば知りたい。 
13 

                                                        
47 表 3-2-1 における各指標を参照 

－ 174 －



C M Y K

06_151-196.dsz Fri Feb 25 19:04:33 2011

－ 175 －

 
表 4-2-3 各区分と事例との対応表 

分類

区分
No 

事例名称 組織名 事例
No 

1 学内外からのワンストップサービスを実現している事例 岐阜大学 9 

1 技術相談・共同研究のきっかけ作りに力を入れている事例 群馬大学 33 

1 展示会出展時のプレゼンテーション効果を高める工夫事例 徳島大学 43 

1 大学の「見える化」に力を入れている事例 豊橋技術科学大学 52 

2 地域としての産学連携推進体制構築事例 宇都宮大学 31 

2 地域産業との関係性を重視した知財活動実施事例 北見工業大学 34 

2 地域の単科大学が連携し、知財創出が達成された事例 金沢工業大学 35 

2 地域固有の資源を活用した成功事例 信州大学 51 

2 大学との共同研究等が地元企業に効果を及ぼしている事例 岐阜大学 53 

2 ものづくり企業と、医科大学の医療ニーズ・医学シーズとをマ

ッチングするシステムの構築をはじめている事例 浜松医科大学 54 

3 産学連携ネットワーク協議会の構築事例 東京医科歯科大学 30 

3 地域における関連組織との連携事例 大阪産業大学 37 

3 権利の譲渡がきっかけとなって共同研究が始まった事例 札幌医科大学 45 

3 技術を核に共同研究・コンソーシアム形成等に発展した事例 熊本大学 47 

3 連携講座の設置によって共同研究の質を高めている事例 酪農学園大学 60 

3 自治体との連携事業展開（ニーズ発表）事例 日本医科大学 65 

4 意匠権による知的財産保護事例 聖マリアンナ医科大学・MPO 株

式会社 
2 

4 学学連携の成果を数社との共同研究に展開した事例 三重大学 3 

4 学内のコミュニケーションによって製品化にまで至った事例 筑波大学 5 

4 産学官連携に積極的な先生へのサポート事例 宇都宮大学 6 

4 学内のシーズ探索を積極的に進めている事例 奈良先端科学技術大学院大学 19 

4 発明発掘コーディネーターの配置事例 宇都宮大学 21 

4 教員と知財関連部署とのコンタクトがよい成果を生んだ事例 三重大学 40 

4 大学にとって理想的な出願の形を想定している例 豊橋技術科学大学 48 

4 医療現場ニーズから医療機器の実用化に発展した事例 浜松医科大学 50 

4 知財活用推進本部が独自ファンドを保有する事例 浜松医科大学 63 

5 特許出願の絞込み事例 山口大学 1 

5 外国出願の考え方事例 東京医科歯科大学 28 

5 コアとなる部分はノウハウとして保有している事例 室蘭工業大学（北見工業大学） 62 

6 出願・権利化の目的の明確化事例 北陸先端科学技術大学院大学 23 
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分類

区分
No 

事例名称 組織名 事例
No 

6 プレマーケティングの実施事例 東京医科歯科大学 27 

7 大学における知的財産活動のポイントを明確化している事例 奈良先端科学技術大学院大学 13 

7 大学における特許取得の目的明確化事例 宇都宮大学 22 

7 知的財産評価基準の明確化を行っている事例 群馬大学 25 

8 成果の活用に対するポートフォリオ構築事例 聖マリアンナ医科大学・MPO 株

式会社 
4 

8 核となる特許をもとに、地域と共に活用を検討している事例 立命館大学 36 

8 技術移転機関の活用事例 聖マリアンナ医科大学・MPO 株

式会社 
38 

8 TLO の積極的な活動が共同研究・製品化に結びついた事例 信州大学 39 

8 国内外での販路拡大に成功した事例 東京医科歯科大学 42 

8 大学発ベンチャーとして起業に至った事例 筑波大学 46 

9 組織体制・会議運営上の工夫を行っている事例 豊橋技術科学大学 7 

9 外部人材・支援の積極的活用事例 宇都宮大学 8 

9 知財管理・活用体制の構築事例（人材育成事例） 立命館大学 10 

9 知財管理体制の構築事例 新潟薬科大学 12 

9 知財関連体制の構築事例 愛知医科大学 14 

9 独自の知的財産ポリシー等を設定している事例 三重大学 15 

9 地域の知財活用人材を共有している事例 酪農学園大学 41 

9 知財人材の育成事例 札幌医科大学 57 

10 知財活動の一部を可能な範囲で内製化している事例 豊橋技術科学大学 11 

10 発明取扱規程等の整備事例 愛知医科大学 16 

10 キャンパス間や研究室とのコミュニケーションに工夫してい

る事例 信州大学 17 

10 複数キャンパス間での情報共有・連携事例 山形大学 18 

10 特許出願関連経費の削減事例 山口大学 29 

10 産学官技術マッチングシステムの構築事例 徳島大学 44 

10 知財コスト低減 WG の設置事例 宇都宮大学 61 

11 学部・学科を横断した分野融合の研究を支援している事例 鳥取大学 24 

11 社会貢献活動・知財活動等の目的明確化事例 新潟薬科大学 26 

11 専門性を強化しつつ、地元地域が抱える課題に積極的に貢献し

ている事例 高知工科大学 32 

11 地域ニーズに応じた専門性の強化事例 旭川医科大学 49 

11 産学連携体制の整備事例 東京医科歯科大学 67 

11 民間企業との共同研究テーマを公的資金も獲得しながらベン 長崎総合科学大学 68 
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分類

区分
No 

事例名称 組織名 事例
No 

チャー企業として事業化した事例 

11 特許の保有をきっかけとして共同研究・知財創出につながった

事例 

島根大学 69 

12 准教授など若手の教員とのコミュニケーションに力を入れて

いる事例 熊本大学 20 

12 知財教育・啓発活動（新任の先生への配慮）事例 豊橋技術科学大学 55 

12 知財テキスト・研究ノート作成等による知財啓発事例 山口大学 56 

12 一般向け知財啓発活動の実施事例 岐阜大学 58 

12 教員による明細書（素案）作成を勧めている事例 三重大学 64 

12 学内・学外向けに特許相談会を行っている事例 鳥取大学 66 

13 外国企業との契約を交わす際の留意事例 岐阜大学 59 
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第3章 ＜総合分析 1＞ 産業界からのアクセシビリティ向上 
今後、産学連携を積極的に進めようとするケースにおいては、大学の「見える化」や、学

内外からのアクセシビリティ向上も重要な取り組みの一つとなる。

大学によっては、外部からのワンストップサービスに工夫をしたり、新技術説明会や、出

前セミナー、産学官マッチング会等、大学の「見える化」に積極的に取り組んでいる事例も

ある。

また、地域の TLO 等と連携をとり、周辺大学等と組んで、大学のプレゼンテーション効果

を高めている工夫を行っているケースも見受けられる。

 
図 4-3-1 区分 1「産業界からのアクセシビリティ向上」について 

対応方法例 ・今後、産学連携を積極的に進めようとするケースにおいては、大学の「見える化」や、学内外からのアクセシビリティ向上も重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、外部からのワンストップサービスに工夫をしたり、新技術説明会や、出前セミナー、産学官マッチング会等、大学の「見える化」に積極的に
取り組んでいる事例もある。

・また、地域のTLO等と連携をとり、周辺大学等と組んで、大学のプレゼンテーション効果を高めている工夫を行っているケースも見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■岐阜大学

【事例No9】学内外からのワンストップサービスを実現している事例

■群馬大学

【事例No33】技術相談・共同研究のきっかけ作りに力を入れている事例

■徳島大学

【事例No43】展示会出展時のプレゼンテーション効果を高める工夫事例

■豊橋技術科学大学

【事例No52】大学の「見える化」に力を入れている事例

対応方法例 ・今後、産学連携を積極的に進めようとするケースにおいては、大学の「見える化」や、学内外からのアクセシビリティ向上も重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、外部からのワンストップサービスに工夫をしたり、新技術説明会や、出前セミナー、産学官マッチング会等、大学の「見える化」に積極的に
取り組んでいる事例もある。

・また、地域のTLO等と連携をとり、周辺大学等と組んで、大学のプレゼンテーション効果を高めている工夫を行っているケースも見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■岐阜大学

【事例No9】学内外からのワンストップサービスを実現している事例

■群馬大学

【事例No33】技術相談・共同研究のきっかけ作りに力を入れている事例

■徳島大学

【事例No43】展示会出展時のプレゼンテーション効果を高める工夫事例

■豊橋技術科学大学

【事例No52】大学の「見える化」に力を入れている事例

区分_１区分_１ 大学の「見える化」に力を入れたり、学内外からのアクセシビリティを向上させたい。大学の「見える化」に力を入れたり、学内外からのアクセシビリティを向上させたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□共同研究件数、受託件
数が現状においてあまり
多くなく、今後、産学連携
を積極的に進めようとす
るケースに参考となる。
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第4章 ＜総合分析 2＞ 地元との繋がり強化 
特に地方の大学においては、地域貢献や、成果の社会還元、地域産業振興への一層の貢献

を目標の一つとしているケースも多い。そうしたケースにおいては地域としての連携を強化

していくことも重要な取り組みの一つとなる。

周辺大学等とともに、地域として特色のある産学連携推進体制を構築したり、単科大学間

の連携や、地域の産業発展・イノベーション創出のためのバリューチェーン構築を進めてい

る例もある。

また、地域固有の資源に着目し、それらをベースに産学連携を進めている例もある。 

 
図 4-4-1 区分 2「地元との繋がり強化」について 

対応方法例 ・特に地方の大学においては、地域貢献や、成果の社会還元、地域産業振興への一層の貢献を目標の一つとしているケースも多い。そうしたケースにおいて
は地域としての連携を強化していくことも重要な取り組みの一つとなる。

・周辺大学等とともに、地域として特色のある産学連携推進体制を構築したり、単科大学間の連携や、地域の産業発展・イノベーション創出のためのバリュー
チェーン構築を進めている例もある。

・また、地域固有の資源に着目し、それらをベースに産学連携を進めている例もある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■宇都宮大学

【事例No31】地域としての産学連携推進体制構築事例

■北見工業大学

【事例No34】地域産業との関係性を重視した知財活動実施事例

■金沢工業大学

【事例No35】地域の単科大学が連携し、知財創出が達成された事例

■信州大学

【事例No51】地域固有の資源を活用した成功事例

■岐阜大学

【事例No53】大学との共同研究等が地元企業に効果を及ぼしている事例

■浜松医科大学

【事例No54】ものづくり企業と、医科大学の医療ニーズ・医学シーズとを
マッチングするシステムの構築をはじめている事例

対応方法例 ・特に地方の大学においては、地域貢献や、成果の社会還元、地域産業振興への一層の貢献を目標の一つとしているケースも多い。そうしたケースにおいて
は地域としての連携を強化していくことも重要な取り組みの一つとなる。

・周辺大学等とともに、地域として特色のある産学連携推進体制を構築したり、単科大学間の連携や、地域の産業発展・イノベーション創出のためのバリュー
チェーン構築を進めている例もある。

・また、地域固有の資源に着目し、それらをベースに産学連携を進めている例もある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■宇都宮大学

【事例No31】地域としての産学連携推進体制構築事例

■北見工業大学

【事例No34】地域産業との関係性を重視した知財活動実施事例

■金沢工業大学

【事例No35】地域の単科大学が連携し、知財創出が達成された事例

■信州大学

【事例No51】地域固有の資源を活用した成功事例

■岐阜大学

【事例No53】大学との共同研究等が地元企業に効果を及ぼしている事例

■浜松医科大学

【事例No54】ものづくり企業と、医科大学の医療ニーズ・医学シーズとを
マッチングするシステムの構築をはじめている事例

区分_２区分_２ 地域としての連携を強化したい。地元地域が抱える課題に積極的に応え、より一層の社会還元を進めたい。地域としての連携を強化したい。地元地域が抱える課題に積極的に応え、より一層の社会還元を進めたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□地域貢献や、成果の社
会還元、地域産業振興
への一層の貢献を目標
の一つとしているケース
に参考となる
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第5章 ＜総合分析 3＞ 新たな展開機会探索 
今後、産学連携を積極的に進めようとするケースにおいては、自ら新たな展開機会を発掘

していく工夫も重要な取り組みの一つとなる。

大学によっては、連携講座を設置することで企業との繋がりを強化し、そこから新たな共

同研究の芽を見つけているケースも存在する。

また、自治体等と連携することで、企業とのコミュニケーションを深め、新たな展開を発

掘するための工夫を実施しているケースもある。

 
図 4-5-1 区分 3「新たな展開機会探索」について 

対応方法例 ・今後、産学連携を積極的に進めようとするケースにおいては、自ら新たな展開機会を発掘していく工夫も重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、連携講座を設置することで企業との繋がりを強化し、そこから新たな共同研究の芽を見つけているケースも存在する。

・また、自治体等と連携することで、企業とのコミュニケーションを深め、新たな展開を発掘するための工夫を実施しているケースもある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■東京医科歯科大学

【事例No30】産学連携ネットワーク協議会の構築事例

■大阪産業大学

【事例No37】地域における関連組織との連携事例

■札幌医科大学

【事例No45】権利の譲渡がきっかけとなって共同研究が始まった事例

■熊本大学

【事例No47】技術を核に共同研究・コンソーシアム形成等に発展した事例

■酪農学園大学

【事例No60】連携講座の設置によって共同研究の質を高めている事例

■日本医科大学

【事例No65】自治体との連携事業展開（ニーズ発表）事例

対応方法例 ・今後、産学連携を積極的に進めようとするケースにおいては、自ら新たな展開機会を発掘していく工夫も重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、連携講座を設置することで企業との繋がりを強化し、そこから新たな共同研究の芽を見つけているケースも存在する。

・また、自治体等と連携することで、企業とのコミュニケーションを深め、新たな展開を発掘するための工夫を実施しているケースもある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■東京医科歯科大学

【事例No30】産学連携ネットワーク協議会の構築事例

■大阪産業大学

【事例No37】地域における関連組織との連携事例

■札幌医科大学

【事例No45】権利の譲渡がきっかけとなって共同研究が始まった事例

■熊本大学

【事例No47】技術を核に共同研究・コンソーシアム形成等に発展した事例

■酪農学園大学

【事例No60】連携講座の設置によって共同研究の質を高めている事例

■日本医科大学

【事例No65】自治体との連携事業展開（ニーズ発表）事例

区分_３区分_３ 連携講座の設置や、自治体との連携、企業への説明会等によって、新しい共同研究の芽を見つけたい。連携講座の設置や、自治体との連携、企業への説明会等によって、新しい共同研究の芽を見つけたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□共同研究件数、受託件
数が現状においてあまり
多くなく、今後、産学連携
を積極的に進めようとす
るケースに参考となる。
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第6章 ＜総合分析 4＞ 学内シーズ発掘・評価 
共同研究件数や受託研究件数あたりの出願件数が現状においてあまり多くないケース等に

おいては、学内のシーズを適切に発掘・把握し、知財として適切に保護・管理していくこと

も、重要な取り組みの一つとなる。

大学によっては、「コーディネーター」を配置し、研究室を訪問することで、研究室とのコ

ミュニケーションを深度化したり、大学としての発明の発掘に力を入れているケースもある。

また、知財関連部署が独自ファンドを保有し、有望な発明に対して独自にファンド（研究

費）をつけることができる仕組みを整えている場合もある（実施例などが不十分な発明に対

して研究費を補助し、研究成果の権利化の促進や知的財産権としての強化を図っている等）。

また、知財関連部署の適切なアドバイス等によって、特許権のみならず、意匠権等、他の

産業財産権によって、知財を適切に保護・活用しているケースもある。

 
図 4-6-1 区分 4「学内シーズ発掘・評価」について 

対応方法例 ・共同研究件数や受託研究件数あたりの出願件数が現状においてあまり多くないケース等においては、学内のシーズを適切に発掘・把握し、知財として適切

に保護・管理していくことも、重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、「コーディネーター」を配置し、研究室を訪問することで、研究室とのコミュニケーションを深度化したり、大学としての発明の発掘に力を入れ
ているケースもある。

・また、知財関連部署が独自ファンドを保有し、有望な発明に対して独自にファンド(研究費）をつけることができる仕組みを整えている場合もある（実施例など
が不十分な発明に対して研究費を補助し、研究成果の権利化の促進や知的財産権としての強化を図っている等）。

・また、知財関連部署の適切なアドバイス等によって、特許権のみならず、意匠権等、他の産業財産権によって、知財を適切に保護・活用しているケースもあ

る。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■聖マリアンナ医科大学・MPO株式会社

【事例No2】意匠権による知的財産保護事例

■三重大学

【事例No3】学学連携の成果を数社との共同研究に展開した事例

■筑波大学

【事例No5】学内のコミュニケーションによって製品化にまで至った事例

■宇都宮大学

【事例No6】産学官連携に積極的な先生へのサポート事例

■奈良先端科学技術大学院大学

【事例No19】学内のシーズ探索を積極的に進めている事例

■宇都宮大学

【事例No21】発明発掘コーディネーターの配置事例

■三重大学

【事例No40】教員と知財関連部署とのコンタクトがよい成果を生んだ事例

■豊橋技術科学大学

【事例No48】大学にとって理想的な出願の形を想定している例

■浜松医科大学

【事例No50】医療現場ニーズから医療機器の実用化に発展した事例

■浜松医科大学

【事例No63】知財活用推進本部が独自ファンドを保有する事例

区分_４
学内のシーズを適切に把握して、知財として適切に保護・管理をしていきたい。
先生方を一層サポートしていきたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□共同研究件数や受託研

究件数あたりの出願件
数が現状においてあまり

多くないケースにおいて
参考となる。
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第7章 ＜総合分析 5＞ 出願段階 
出願件数が比較的多い場合や、リソース（人・もの・金）に対して知財活動の負担が大き

いと考えられる場合においては、出願段階からの絞込みや、特許の質の向上に対する工夫を

実施することも、重要な取り組みの一つとなる。

大学によっては、出願自体を厳選し、出願コストや出願後の様々なアクションに伴うコス

ト低減に成功している例も存在する。

 
図 4-7-1 区分 5「出願段階」について 

対応方法例 ・出願件数が比較的多い場合や、リソース（人・もの・金）に対して知財活動の負担が大きいと考えられる場合においては、出願段階からの絞込みや、特許の
質の向上に対する工夫を実施することも、重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、出願自体を厳選し、出願コストや出願後の様々なアクションに伴うコスト低減に成功している例も存在する。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■山口大学

【事例No1】特許出願の絞込み事例

■東京医科歯科大学

【事例No28】外国出願の考え方事例

■室蘭工業大学（北見工業大学）

【事例No62】コアとなる部分はノウハウとして保有している事例

対応方法例 ・出願件数が比較的多い場合や、リソース（人・もの・金）に対して知財活動の負担が大きいと考えられる場合においては、出願段階からの絞込みや、特許の
質の向上に対する工夫を実施することも、重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、出願自体を厳選し、出願コストや出願後の様々なアクションに伴うコスト低減に成功している例も存在する。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■山口大学

【事例No1】特許出願の絞込み事例

■東京医科歯科大学

【事例No28】外国出願の考え方事例

■室蘭工業大学（北見工業大学）

【事例No62】コアとなる部分はノウハウとして保有している事例

区分_５区分_５ 特許出願関連経費を絞り込みたい。特許の質を向上させたい。特許出願関連経費を絞り込みたい。特許の質を向上させたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□出願件数が比較的多い
場合や、リソース（人・も
の・金）に対して知財活
動の負担が大きいと考え
られる場合に参考となる。
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第8章 ＜総合分析 6＞ 登録段階 
知財関連ルールの整備が現状において十分でない大学においては、出願後の審査請求判断

や登録判断等に苦労しているケースもあり、そうしたケースにおいては、他大学における運

用方法等を参考にすることも、有効であると考えられる。

大学によっては、発明の市場性を評価するために、関係企業にプレマーケティングを実施

しているケースもある。

また、出願や審査請求判断のために基準を設け、案件ごとに評価・判断を行っているケー

スもある。

 
図 4-8-1 区分 6「登録段階」について 

対応方法例 ・知財関連ルールの整備が現状において十分でない大学においては、出願後の審査請求判断や登録判断等に苦労しているケースもあり、そうしたケースに
おいては、他大学における運用方法等を参考にすることも、有効であると考えられる。

・大学によっては、発明の市場性を評価するために、関係企業にプレマーケティングを実施しているケースもある。

・また、出願や審査請求判断のために基準を設け、案件ごとに評価・判断を行っているケースもある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■北陸先端科学技術大学院大学

【事例No23】出願・権利化の目的の明確化事例

■東京医科歯科大学

【事例No27】プレマーケティングの実施事例

■宇都宮大学

【事例No61】知財コスト低減WGの設置事例

（当該例は区分10でも掲載）

対応方法例 ・知財関連ルールの整備が現状において十分でない大学においては、出願後の審査請求判断や登録判断等に苦労しているケースもあり、そうしたケースに
おいては、他大学における運用方法等を参考にすることも、有効であると考えられる。

・大学によっては、発明の市場性を評価するために、関係企業にプレマーケティングを実施しているケースもある。

・また、出願や審査請求判断のために基準を設け、案件ごとに評価・判断を行っているケースもある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■北陸先端科学技術大学院大学

【事例No23】出願・権利化の目的の明確化事例

■東京医科歯科大学

【事例No27】プレマーケティングの実施事例

■宇都宮大学

【事例No61】知財コスト低減WGの設置事例

（当該例は区分10でも掲載）

区分_６区分_６ 審査請求判断や登録判断等の考え方、他大学における運用方法等が知りたい。審査請求判断や登録判断等の考え方、他大学における運用方法等が知りたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□知財関連ルールの整備
が現状において十分で
ない大学や、出願後の審
査請求判断・登録判断等
に苦労しているケースに
おいて参考となる。
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第9章 ＜総合分析 7＞ 知財管理・フォロー 
知財管理の効率化に課題を有する大学においては、知財管理にメリハリをつけて、全体と

しての管理・フォローを効率化していくことも、重要な取り組みの一つとなる。

大学によっては、大学における特許取得の目的や、知財活動のポイントを明確化し、組織

として共有することで、知財管理を意識的に効率化している例もある。

 

 
図 4-9-1 区分 7「知財管理・フォロー」について 

対応方法例 ・知財管理の効率化に課題を有する大学においては、知財管理にメリハリをつけて、全体としての管理・フォローを効率化していくことも、重要な取り組みの一
つとなる。

・大学によっては、大学における特許取得の目的や、知財活動のポイントを明確化し、組織として共有することで、知財管理を意識的に効率化している例もあ
る。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■奈良先端科学技術大学院大学

【事例No13】大学における知的財産活動のポイントを明確化している事例

■宇都宮大学

【事例No22】大学における特許取得の目的明確化事例

■群馬大学

【事例No25】知的財産評価基準の明確化を行っている事例

対応方法例 ・知財管理の効率化に課題を有する大学においては、知財管理にメリハリをつけて、全体としての管理・フォローを効率化していくことも、重要な取り組みの一
つとなる。

・大学によっては、大学における特許取得の目的や、知財活動のポイントを明確化し、組織として共有することで、知財管理を意識的に効率化している例もあ
る。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■奈良先端科学技術大学院大学

【事例No13】大学における知的財産活動のポイントを明確化している事例

■宇都宮大学

【事例No22】大学における特許取得の目的明確化事例

■群馬大学

【事例No25】知的財産評価基準の明確化を行っている事例

区分_７区分_７ 知財管理を効率化したい。大学における特許取得の目的や知財活動のポイントを明確化したい。知財管理を効率化したい。大学における特許取得の目的や知財活動のポイントを明確化したい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□知財管理にメリハリをつ
けて、全体としての管理・
フォローを効率化してい
きたいと考えているケー
スに参考となる
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第10章 ＜総合分析 8＞ 事業化支援 
外部機関を積極的に活用し、知財活用に力を入れたい場合においては、現状において実施

許諾件数や実施許諾等収入の多い大学の取り組みを参考にすることも、有効であると考えら

れる。

大学によっては、外部の専門組織によって、活用に対するポートフォリオ検討が実践され

ているケースもある。

また、研究成果に対する報告を受けた初期の段階で、知財関連部署が技術移転の可能性を

考慮し、共同研究契約、共同出願等のサポートを実施したり、TLO の積極的な活動が共同研

究・製品化に結びついている例もある。

 
図 4-10-1 区分 8「事業化支援」について 

対応方法例 ・外部機関を積極的に活用し、知財活用に力を入れたい場合においては、現状において実施許諾件数や実施許諾等収入の多い大学の取り組みを参考にす
ることも、有効であると考えられる。

・大学によっては、外部の専門組織によって、活用に対するポートフォリオ検討が実践されているケースもある。

・また、研究成果に対する報告を受けた初期の段階で、知財関連部署が技術移転の可能性を考慮し、共同研究契約、共同出願等のサポートを実施したり、
TLOの積極的な活動が共同研究・製品化に結びついている例もある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■聖マリアンナ医科大学・MPO株式会社

【事例No4】成果の活用に対するポートフォリオ構築事例

■立命館大学

【事例No36】核となる特許をもとに、地域と共に活用を検討している事例

■聖マリアンナ医科大学・MPO株式会社

【事例No38】技術移転機関の活用事例

■信州大学

【事例No39】TLOの積極的な活動が共同研究・製品化に結びついた事例

■東京医科歯科大学

【事例No42】国内外での販路拡大に成功した事例

■筑波大学

【事例No46】大学発ベンチャーとして起業に至った事例

対応方法例 ・外部機関を積極的に活用し、知財活用に力を入れたい場合においては、現状において実施許諾件数や実施許諾等収入の多い大学の取り組みを参考にす
ることも、有効であると考えられる。

・大学によっては、外部の専門組織によって、活用に対するポートフォリオ検討が実践されているケースもある。

・また、研究成果に対する報告を受けた初期の段階で、知財関連部署が技術移転の可能性を考慮し、共同研究契約、共同出願等のサポートを実施したり、
TLOの積極的な活動が共同研究・製品化に結びついている例もある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■聖マリアンナ医科大学・MPO株式会社

【事例No4】成果の活用に対するポートフォリオ構築事例

■立命館大学

【事例No36】核となる特許をもとに、地域と共に活用を検討している事例

■聖マリアンナ医科大学・MPO株式会社

【事例No38】技術移転機関の活用事例

■信州大学

【事例No39】TLOの積極的な活動が共同研究・製品化に結びついた事例

■東京医科歯科大学

【事例No42】国内外での販路拡大に成功した事例

■筑波大学

【事例No46】大学発ベンチャーとして起業に至った事例

区分_８区分_８ 外部機関の活動内容を知りたい。外部機関の活用によって、実際にどういった効果等があるのか知りたい。外部機関の活動内容を知りたい。外部機関の活用によって、実際にどういった効果等があるのか知りたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□外部機関を積極的に活
用し、知財の活用に力を
入れて行きたいといった
ケースにおいて参考とな
る。
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第11章 ＜総合分析 9＞ 産学連携・知財関連組織体制構築 
特許出願件数等が比較的少ない場合、学内リソースのみで十分な体制を構築することは難

しいケースも存在すると考えられる。そうしたケースにおいては、

・ 自大学における知財活動の中でキーとなる活動内容（シーズ発掘・市場性評価、…等）

を明確化する

・適切な人材を、外部リソースも含めて探索・配置する

 等によって、自大学に適した体制を整えることも重要な取り組みの一つとなる。

大学によっては、外部支援を有効に活用したり、客員教授として外部人材との協力関係を

築くといった工夫を行っている例も見受けられる。

 
図 4-11-1 区分 9「産学連携・知財関連組織体制構築」について 

対応方法例 ・特許出願件数等が比較的少ない場合、学内リソースのみで十分な体制を構築することは難しいケースも存在すると考えられる。そうしたケースにおいては、

① 自大学における知財活動の中でキーとなる活動内容（シーズ発掘・市場性評価、…等）を明確化する

② 適切な人材を、外部リソースも含めて探索・配置する

等によって、自大学に適した体制を整えることも重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、外部支援を有効に活用したり、客員教授として外部人材との協力関係を築くといった工夫を行っている例も見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■豊橋技術科学大学

【事例No7】組織体制・会議運営上の工夫を行っている事例

■宇都宮大学

【事例No8】外部人材・支援の積極的活用事例

■立命館大学

【事例No10】知財管理・活用体制の構築事例（人材育成事例）

■新潟薬科大学

【事例No12】知財管理体制の構築事例

■愛知医科大学

【事例No14】知財関連体制の構築事例

■三重大学

【事例No15】独自の知的財産ポリシー等を設定している事例

■酪農学園大学

【事例No41】地域の知財活用人材を共有している事例

■札幌医科大学

【事例No57】知財人材の育成事例

対応方法例 ・特許出願件数等が比較的少ない場合、学内リソースのみで十分な体制を構築することは難しいケースも存在すると考えられる。そうしたケースにおいては、

① 自大学における知財活動の中でキーとなる活動内容（シーズ発掘・市場性評価、…等）を明確化する

② 適切な人材を、外部リソースも含めて探索・配置する

等によって、自大学に適した体制を整えることも重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、外部支援を有効に活用したり、客員教授として外部人材との協力関係を築くといった工夫を行っている例も見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■豊橋技術科学大学

【事例No7】組織体制・会議運営上の工夫を行っている事例

■宇都宮大学

【事例No8】外部人材・支援の積極的活用事例

■立命館大学

【事例No10】知財管理・活用体制の構築事例（人材育成事例）

■新潟薬科大学

【事例No12】知財管理体制の構築事例

■愛知医科大学

【事例No14】知財関連体制の構築事例

■三重大学

【事例No15】独自の知的財産ポリシー等を設定している事例

■酪農学園大学

【事例No41】地域の知財活用人材を共有している事例

■札幌医科大学

【事例No57】知財人材の育成事例

区分_９区分_９ 自大学に適した産学連携・知財関連組織体制の構築を行いたい。自大学に適した産学連携・知財関連組織体制の構築を行いたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□出願件数等が比較的少
なく、学内リソースに制
約が大きい大学にとっ
て、参考となる
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第12章 ＜総合分析 10＞ 知財管理の仕組み等の構築 
出願件数等が比較的多く、現時点で既にある程度の体制が整っている場合、現在の知財管

理レベルを維持した上で、知財活動の効率化・スリム化等を目指していくことも、重要な取

り組みの一つとなる。

大学によっては、学内インストラクターの養成等による知財活動の一部内製化や、知財管

理コストの低減を目的としたワーキンググループの設置等の工夫を行っているケースも存在

する。

また、IT 技術を活用して、キャンパス間のコミュニケーション機能を強化したり、シーズ・

ニーズマッチングのための支援システムを構築して、IT 化による効率化を行っている例も見

受けられる。

 
図 4-12-1 区分 10「知財管理の仕組み等の構築」について 

対応方法例 ・出願件数等が比較的多く、現時点で既にある程度の体制が整っている場合、現在の知財管理レベルを維持した上で、知財活動の効率化・スリム化等を目
指していくことも、重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、学内インストラクターの養成等による知財活動の一部内製化や、知財管理コストの低減を目的としたワーキンググループの設置等の工夫
を行っているケースも存在する。

・また、IT技術を活用して、キャンパス間のコミュニケーション機能を強化したり、シーズ・ニーズマッチングのための支援システムを構築して、IT化による効率
化を行っている例も見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■豊橋技術科学大学

【事例No11】知財活動の一部を可能な範囲で内製化している事例

■愛知医科大学

【事例No16】発明取扱規程等の整備事例

■信州大学

【事例No17】キャンパス間や研究室とのコミュニケーションに工夫してい
る事例

■山形大学

【事例No18】複数キャンパス間での情報共有・連携事例

■山口大学

【事例No29】特許出願関連経費の削減事例

■徳島大学

【事例No44】産学官技術マッチングシステムの構築事例

■宇都宮大学

【事例No61】知財コスト低減WGの設置事例

対応方法例 ・出願件数等が比較的多く、現時点で既にある程度の体制が整っている場合、現在の知財管理レベルを維持した上で、知財活動の効率化・スリム化等を目
指していくことも、重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、学内インストラクターの養成等による知財活動の一部内製化や、知財管理コストの低減を目的としたワーキンググループの設置等の工夫
を行っているケースも存在する。

・また、IT技術を活用して、キャンパス間のコミュニケーション機能を強化したり、シーズ・ニーズマッチングのための支援システムを構築して、IT化による効率
化を行っている例も見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■豊橋技術科学大学

【事例No11】知財活動の一部を可能な範囲で内製化している事例

■愛知医科大学

【事例No16】発明取扱規程等の整備事例

■信州大学

【事例No17】キャンパス間や研究室とのコミュニケーションに工夫してい
る事例

■山形大学

【事例No18】複数キャンパス間での情報共有・連携事例

■山口大学

【事例No29】特許出願関連経費の削減事例

■徳島大学

【事例No44】産学官技術マッチングシステムの構築事例

■宇都宮大学

【事例No61】知財コスト低減WGの設置事例

区分_１０区分_１０ 学内における知財管理の取り組み・仕組みを強化したり、知財管理コストを抑えたい。学内における知財管理の取り組み・仕組みを強化したり、知財管理コストを抑えたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□出願件数等が比較的多く、現
時点で既にある程度の体制
が整っている場合に参考と
なる。

□また、IT化等による効率化を

考えている場合に参考とな
る。
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第13章 ＜総合分析 11＞ 専門性の強化 
特に地方の大学や、規模がそれ程大きくない大学においては、大学の特長をアピールする

ために、組織としての専門性を強化したり、組織的な対応力強化は重要な取り組みの一つと

なる。

大学によっては、 産学連携や社会貢献活動に対する目標を明確化し、組織として共有した

り、地域連携を推進するための専門組織を立ち上げているケースもある。

また、学部・学科を横断した分野融合の研究を支援している事例も存在する。

さらに、先生個人による「個々の研究成果」を、大学全体として「群」として捉え、組織

としての専門性を向上させるための取り組みを意識的に実施しようとしている例も見受けら

れる。

 
図 4-13-1 区分 11「専門性の強化」について 

対応方法例 ・特に地方の大学や、規模がそれ程大きくない大学においては、大学の特長をアピールするために、組織としての専門性を強化したり、組織的な対応力強化
は重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、 産学連携や社会貢献活動に対する目標を明確化し、組織として共有したり、地域連携を推進するための専門組織を立ち上げているケー
スもある。

・また、学部・学科を横断した分野融合の研究を支援している事例も存在する。

・さらに、先生個人による「個々の研究成果」を、大学全体として「群」として捉え、組織としての専門性を向上させるための取り組みを意識的に実施しようとし
ている例も見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■鳥取大学

【事例No24】学部・学科を横断した分野融合の研究を支援している事例

■新潟薬科大学

【事例No26】社会貢献活動・知財活動等の目的明確化事例

■高知工科大学

【事例No32】専門性を強化しつつ、地元地域が抱える課題に積極的に貢献
している事例

■旭川医科大学

【事例No49】地域ニーズに応じた専門性の強化事例

■東京医科歯科大学

【事例No67】産学連携体制の整備事例

■長崎総合科学大学

【事例No68】民間企業との共同研究テーマを公的資金も獲得しながらベン
チャー企業として事業化した事例

■島根大学

【事例No69】特許の保有をきっかけとして共同研究・知財創出につながっ
た事例

対応方法例 ・特に地方の大学や、規模がそれ程大きくない大学においては、大学の特長をアピールするために、組織としての専門性を強化したり、組織的な対応力強化
は重要な取り組みの一つとなる。

・大学によっては、 産学連携や社会貢献活動に対する目標を明確化し、組織として共有したり、地域連携を推進するための専門組織を立ち上げているケー
スもある。

・また、学部・学科を横断した分野融合の研究を支援している事例も存在する。

・さらに、先生個人による「個々の研究成果」を、大学全体として「群」として捉え、組織としての専門性を向上させるための取り組みを意識的に実施しようとし
ている例も見受けられる。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■鳥取大学

【事例No24】学部・学科を横断した分野融合の研究を支援している事例

■新潟薬科大学

【事例No26】社会貢献活動・知財活動等の目的明確化事例

■高知工科大学

【事例No32】専門性を強化しつつ、地元地域が抱える課題に積極的に貢献
している事例

■旭川医科大学

【事例No49】地域ニーズに応じた専門性の強化事例

■東京医科歯科大学

【事例No67】産学連携体制の整備事例

■長崎総合科学大学

【事例No68】民間企業との共同研究テーマを公的資金も獲得しながらベン
チャー企業として事業化した事例

■島根大学

【事例No69】特許の保有をきっかけとして共同研究・知財創出につながっ
た事例

区分_１１区分_１１ 専門性を強化することで、産学連携・知財関連活動の一層の活性化を図りたい。専門性を強化することで、産学連携・知財関連活動の一層の活性化を図りたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□特に地方の大学や、
規模がそれ程大きくな
い大学において、大学
の特長をアピールして
いきたいケースに参考
となる
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第14章 ＜総合分析 12＞ 知財教育・啓発活動 
知財に対する意識・理解を更に向上させていく上では、大学として知財教育や啓発活動に

積極的に取り組んでいくことも重要である。

大学によっては、学内において知財関連セミナーを実施したり、一般向けに知財啓発活動

を実施する例もある。

また、准教授など若手教員とのコミュニケーションや、新任教員へのサポートに力を入れ

る大学も存在する。

さらに、知的財産テキストを発行し、全研究室へ配布したり、研究者ノートを作成し、学

生を含めた研究者全体の知財意識の啓発等を行っている例もある。

 
図 4-14-1 区分 12「知財教育・啓発活動」について 

対応方法例 ・知財に対する意識・理解を更に向上させていく上では、大学として知財教育や啓発活動に積極的に取り組んでいくことも重要である。

・大学によっては、学内において知財関連セミナーを実施したり、一般向けに知財啓発活動を実施する例もある。

・また、准教授など若手教員とのコミュニケーションや、新任教員へのサポートに力を入れる大学も存在する。

・さらに、知的財産テキストを発行し、全研究室へ配布したり、研究者ノートを作成し、学生を含めた研究者全体の知財意識の啓発等を行っている例もある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■熊本大学

【事例No20】准教授など若手の教員とのコミュニケーションに力を入れて
いる事例

■豊橋技術科学大学

【事例No55】知財教育・啓発活動（新任の先生への配慮）事例

■山口大学

【事例No56】知財テキスト・研究ノート作成等による知財啓発事例

■岐阜大学

【事例No58】一般向け知財啓発活動の実施事例

■三重大学

【事例No64】教員による明細書（素案）作成を勧めている事例

■鳥取大学

【事例No66】学内・学外向けに特許相談会を行っている事例

区分_１２ 知財教育や、啓発活動に力を入れたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□知財に対する意識・理解

を更に向上させていきた
いケースにおいて参考と
なる。
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第15章 ＜総合分析 13＞ その他（留意点等） 
知財を適切に保護・活用等していく上では、他大学の「気付き」を参考にすることも、有

効であると考えられる。

一例として、外国企業と契約等を結ぶ際の留意点等に言及しているケースがある。 

 
図 4-15-1 区分 13「その他（留意点等）」について 

対応方法例 ・知財を適切に保護・活用等していく上では、他大学の「気付き」を参考にすることも、有効であると考えられる。

・一例として、外国企業と契約等を結ぶ際の留意点等に言及しているケースがある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■岐阜大学

【事例No59】外国企業との契約を交わす際の留意事例

対応方法例 ・知財を適切に保護・活用等していく上では、他大学の「気付き」を参考にすることも、有効であると考えられる。

・一例として、外国企業と契約等を結ぶ際の留意点等に言及しているケースがある。

類型化結果との対応； 事例が参考となると考えられる範囲 本研究で整理を行った事例（参考事例）

■岐阜大学

【事例No59】外国企業との契約を交わす際の留意事例

区分_１３区分_１３ 知財を適切に保護・活用等していく上で、留意点等があれば知りたい。知財を適切に保護・活用等していく上で、留意点等があれば知りたい。

上図内のハッチ範囲は、事例が特に参考となると考えられる範囲を、定性的・概念的に整理したイメ
ージであり、事例が参考となる範囲はこの範囲に限定されるものではない。

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

10万人未満 10万人以上 20万人以上 30万人以上 40万人以上 50万人以上

30万人未満 30万人以上

本部所在地（市・区・郡）の人口

□外国企業と契約経験が
無いケースにおいて参考
となる。
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第16章 まとめと提言 
本研究では、地方・中小規模大学における知財活動の実態を把握するとともに、大学の特

徴を活かした取り組みの調査を通じて優れた事例を収集・分析し、地方・中小規模大学に適

した知財活用の在り方を検討するための情報整理を行った。

具体的には、まず第 2 部において、調査対象大学における知財活動の実態を把握するため

の基礎データを収集・整理するとともに、調査対象大学を 4 つの類型に区分した上で、各類

型別に、特許出願件数や共同研究実績件数、受託研究実績件数等の傾向把握を行った。続い

て、第 3 部においては、第 2 部における調査対象大学の中から、計 30 大学に対してヒアリン

グ調査を実施した。当該調査により、地方・中小規模大学における優れた知財活用例（大学

としての優れた知財活動・取り組み事例を含む）について情報収集を行った。第 4 部では、

第 2 部、第 3 部での調査結果を総合的に分析し、計 13 の観点で情報の集約を行った。 
その上で、本研究を通じ、以下 7 点を提言としてとりまとめる。 

提言①．：地域・産業界から見えやすい大学とすること

外部との更なる連携強化のためには、地域・産業界から見えやすい大学とすることが必要である。その上

で重要な視点には、例えば、以下のようなものが存在する。

■大学の「見える化」、産業界からの「アクセシビリティ向上」等に工夫すること 
（主に＜総合分析 1＞より） 

・ 新技術説明会、出前セミナー、産学官マッチング会等、大学の見える化に積極的に取り組むことで、地域

や産業界とのコミュニケーションを深めることが重要である。

・ また、大学側の窓口を一元化して、外部からのワンストップサービスに工夫をしたり、わかり易い HP 構

成等「情報アクセシビリティの向上」も重要な観点の一つであると考えられる。

■新たな展開機会を自ら発掘する工夫を行うこと 
（主に＜総合分析 3＞より） 

・ 大学によっては、連携講座を設置することで企業との繋がりを強化し、そこから新たな共同研究の芽を見

つけているケースも存在する。また、自治体や金融機関等と連携することで、企業とのコミュニケーショ

ンを深め、新たな展開を発掘するための工夫を行っているケースもある。

・ こうした、大学自らが新たな展開機会を能動的に発掘するための工夫を行うことも、重要な観点の一つで

あると考えられる。 

地域や産業界とのコミュニケーションを深め開かれた大学となることを目指すこと、および、能動的にア

クションを起こすことで新たな展開機会を自ら発掘していく工夫を行うことが重要である。 

提言②．：地域・産業界から期待され役立つ大学とすること

     （地域ニーズに合った知財創出・活用により地域産業を活性化すること）

上記「提言①．」とも関連し、外部との更なる連携強化のためには、地域・産業界から真に期待され役立

つ大学となることが必要である。その上で重要な視点には、例えば、以下のようなものが存在する。 
 

■地域固有の資源や、地域の抱える課題に目を向け、地元との繋がりを強化すること 
（主に＜総合分析 2＞より） 

・ 特に地方の大学においては、地域貢献や成果の社会還元、地域産業振興への一層の貢献を目標の一つとし

ているケースも多い。そうしたケースにおいては、地域に目を向けた取り組みも重要な要素の一つとなる。

例えば、周辺大学等とともに、地域として特色のある産学連携推進体制を構築したり、地域の産業発展・

イノベーション創出のためのバリューチェーン構築を進めている例もある。また、地域固有の資源に着目

し、それらをベースに産学連携を進めている例もある。

■専門性の強化に更に力を入れること 
（主に＜総合分析 11＞より） 
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・ 地域・産業界から期待され更に役立つ大学となっていくためには、先生個人による「個々の研究成果」を、

大学全体として「群」で捉え、組織としての専門性向上のための取り組みを意識的に実施していくことが

必要である。

・ そうした取り組みを行っていく上では、学内を横で繋いだり、大学間や産業界との繋ぎ役を果たす、コー

ディネーターの役割が大きい。地域や産業界との繋がりを強化することに成功している大学の多くは、コ

ーディネーターの仲介力やネットワーク情報等をうまく活用し、学内における「個々の研究成果」を適切

に把握するとともに、それらを「群」として大学の強みとして活かしている。 

改めて地域固有の資源や地域の抱える課題に目を向け、地域や産業界に対して大学がどのように貢献でき

るのかを考えていくことが重要である。 

提言③．：学内シーズ発掘のためのコミュニケーション深化に力を入れること

 学内のシーズを適切に発掘・把握し、知財として適切に保護・管理していく上では、まず、研究室とのコ

ミュニケーション深化に力を入れることが必要である。その上で重要な視点には、例えば、以下のようなも

のが存在する。

■知財関連部署からの能動的に働きかけること 
（主に＜総合分析 4、総合分析 12＞より） 

・ 大学によっては、コーディネーター等を配置し、研究室を訪問することで、研究室とのコミュニケーショ

ンを深度化しているケースも存在する。また、研究ノートや産学連携ニュース・成功事例集などをツール

として活用し、能動的に先生方とコミュニケーションを図ることで、学内シーズを発掘・把握し、それら

を適切に保護・管理していくことに繋げている例も存在する。

・ 加えて、学内の相談窓口機能の充実など、まずは、先生方に気軽に相談に来ていただく環境作りも大切で

ある。困ったときに「誰に相談に行けばいいのか」ということを認識してもらうことが第一歩である。IT
インフラ上での相談機能などを充実させている例もある。相談機能については、特に、新任の先生方への

配慮が重要であると考えられる。 
 
こうした研究室・先生方とのコミュニケーションの深化が、学内シーズの発掘や、研究成果創出後の適切

な知財保護・活用に結びつくものと考えられる。その意味でも、まずは組織的に学内シーズの発掘に力を入

れることが重要である。 

提言④．：産学官連携や知財活動の目的・活動方針を明確化し、組織として共有すること

 上記「提言③．」とも関連し、学内のシーズを適切に発掘・把握し、知財として適切に保護・管理してい

く上では、産学官連携や知財活動の目的・活動方針を明確化し、組織として共有することが必要である。そ

の上で重要な視点には、例えば、以下のようなものが存在する。

■自大学の特徴を適切に把握し、活動方針等として明確化すること 
（主に＜総合分析 5、総合分析 6、総合分析 7＞より） 

・ 大学の規模や特徴、大学経営における産学連携の位置付けなどの違いによって、知財に対する考え方・取

り組むべき活動内容は異なると考えられる。まずは、自大学における産学官連携や知財活動の目的・活動

方針等を明確化し、それらを組織として共有することが重要である。

■活動方針等に基づき、出願段階から戦略的な知財活動を行うこと 
（主に＜総合分析 5、総合分析 6＞より） 

・ 知財の管理・活用までを考慮したうえで、出願段階から戦略的な知財活動を行うことが重要である。

・ 例えば、出願件数が比較的多い場合や、リソース（人・もの・金）に対して知財活動の負担が大きい場合

等においては、知財活動の目的・方針の範囲内で、出願段階からの絞込みや、特許の質の向上に対する工

夫を実施することも効果的であると考えられる。大学によっては、出願自体を厳選し、出願コストや出願

後の様々なアクションに伴うコスト低減に成功している例も存在する。出願の戦略的な絞込みは、単にコ

スト低減に寄与するだけでなく、特許の質の向上や、管理上の負担軽減等にも寄与すると考えられる。 

 学内のシーズを適切に発掘・把握し、知財として適切に保護・管理していくためにも、自大学に適した知

財活動を明確化し、組織として共有・実践していくことが重要である。 

提言⑤．：研究成果創出の初期段階から、知財の活用を視野に入れること

 知財の活用を具体化していく上では、研究成果創出の初期段階から活用を視野に入れた取り組みを実施し
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ていくことが必要である。その上で重要な視点には、例えば、以下のようなものが存在する。

■研究成果創出の初期段階から、知財関連部署が関与すること 
（主に＜総合分析 4、総合分析 7、総合分析 8＞より） 

・ 知財の活用を具体化していく上では、研究成果創出のできるだけ初期段階から知財関連部署が関与してい

くことが重要である。成功事例と呼ばれる例の多くは、研究成果の創出される極めて初期の段階から実用

化・製品化に対する高い意識のもとで、能動的なアクションを取っている。知財関連部署は、研究成果に

対する報告を受けた初期の段階で、技術移転の可能性を考慮し、あらゆるサポートを計画的に進めていく

ことが重要であると考えられる。

・ 知財を新たな研究の種として活用していく場合にも、知財の適切な保護が必要であり、研究成果創出ので

きるだけ初期段階から知財関連部署が関与していくことが重要である。

・ これを可能にするためには、「提言③．」で示したコミュニケーションの深化が重要なポイントとなる。

■幅広く産業財産権に目を向け、事業化支援にも積極的に取り組むこと 
（主に＜総合分析 8＞より） 

・ 特許権のみならず、幅広く産業財産権に目を向けることも重要である。大学の取り扱う研究成果によって

は、特許だけでなく、意匠登録、種苗登録等による知的財産の保護・活用も十分に考えられる。特許化が

難しいと判断された案件についても、初期の段階においてその後の活用を意識し、戦略的に知的財産の保

護や活用を検討していくことが重要である。実際、意匠権によって権利保護・ライセンスを行っている事

例も存在する。 

大学にとっての知的財産の「活用」は、当然ながらライセンス収入を得ることだけではない。発明の基本

となる部分を大学が権利化し、当該発明を核として、実用化上必要となる周辺部分を企業とともに共同研究

として発展させていく、といった研究活動の連鎖も成功の一例である。自大学にとっての「活用」の意味を

明確化し、研究成果創出の初期段階から「活用」を視野に入れた取り組みを積極的に行っていくことが必要

である。 

提言⑥．：外部リソースを活用しつつ、知財活動コストの最適化を図ること

 自大学にとって最適な知財管理体制を整える上では、外部リソース等も積極的に活用しつつ、知財活動コ

ストの最適化を図ることが必要である。その上で重要な視点には、例えば、以下のようなものが存在する。 

■自大学における知財関連活動のボリューム・コスト等を適切に捉えること 
（主に＜総合分析 7、総合分析 9、総合分析 10＞より） 

・ 自大学における知財関連活動のボリューム・コスト等を適切に捉え、知財活動の最適化を図ることが重要

である。大学全体としての方針に基づき、活動ルールを明確化した上で、自大学にあった活動を実施して

いくことが必要である。

■外部支援の活用や、外部人材との協力関係構築にも目を向けること 
（主に＜総合分析 9、総合分析 10、総合分析 11＞より） 

・ リソース的な制約が大きい大学においては、全ての知財活動を自大学のみのリソースで実施することは難

しいと考えられる。今回調査を実施した大学においても、周辺大学と協力関係を築いたり、TLO・自治体・

金融機関ネットワーク等を効率的に活用して、知財活動の最適化を図っている例が存在する。 
 

現時点で既にある程度の体制が整っている場合においては、現在の知財管理レベルを維持した上で、知財

活動の効率化・スリム化等を目指していくことも必要であると考えられる。知財活動の一部内製化や、知財

管理コストの低減を目的としたワーキンググループの設置、IT 化による効率化対応等についても効果的な手

段の一つであると考えられる。自大学にあった知財活動のあり方を検討することが必要である。 

提言⑦．：知財・産学連携人材の確保・育成を図ること

 適切な知財管理体制を維持していく上では、中長期的な視点で、知財・産学連携人材の確保・育成を図る

ことが必要である。その上で重要な視点には、例えば、以下のようなものが存在する。 
 

■大学として知財教育や啓発活動に積極的に取り組んでいくこと 
（主に＜総合分析 12＞より） 

・ 各大学とも知財に対する理解はかなり進んできたものの、まだ全ての研究者・学生にとって、十分な意識・

理解が得られているわけではないと考えられる。知財に対する意識・理解を更に向上させ、現在大学の中
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に埋もれている知財を掘り起こすための中長期的な取り組みが必要である。知財教育や啓発活動はその一

例である。

■知財・産学連携人材の確保・育成にも目を向けること 
（主に＜総合分析 9、総合分析 10、総合分析 11＞より） 

・ 適切な知財管理体制を維持していく観点からは、組織的に、産学連携や知財関連人材の確保・育成に目を

むけ、取り組みを行っていくことが重要である。若手人材の確保だけでなく、シニア人材の活躍の場の提

供や、協力関係の構築なども有効な手段の一つであると考えられる。 

更なる知財教育・知財啓発や、学内関連人材の育成等にも目を向け、中長期的な視点で、適切な知財管理

体制を維持していくことが重要である。 

 
なお、本研究においては、地方・中小規模大学にとって重要な視点の一つである「国際」

の観点（例えば、国際出願状況や、海外との産学連携状況等）については今回対象外とした。

しかしながら、今後の大局的な時代潮流等を踏まえれば、地方・中小規模大学においても、

国際的な産学連携・知財活動の重要性は増していくものと考えられ、今後、こうした観点で

の追加的な調査研究を実施することが望まれる。実際、現時点においても地方・中小規模大

学の中には、国際的な視点を取り入れて特色ある知財活動を実施している大学もあり、こう

した事例を調査・共有していくことが重要であると考えられる。
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図 4-16-1 総合分析・提言まとめ 

＜本研究における７つの提言＞

管理・活用発掘・出願・登録連携強化

 産業界からのアクセシビ
リティ向上

 地元との繋がり強化

 新たな展開機会探索

 学内シーズ発掘・評価

 出願段階

 登録段階

 知財管理・フォロー

 事業化支援

⇒ 提言①、提言② ⇒ 提言③、提言④ ⇒ 提言⑤

 知財教育・啓発活動

 その他

 産学連携・知財関連組織体制構築

 知財管理の仕組み等の構築

 専門性の強化

体制構築 教育・人材育成

⇒ 提言⑥ ⇒ 提言⑦

提言①．地域・産業界から見えやすい大学とすること

提言②．地域・産業界から期待され役立つ大学とすること

（地域ニーズに合った知財創出・活用により地域産業を活性化すること）

提言③．学内シーズ発掘のためのコミュニケーション深化に力を入れること

提言④．産学官連携や知財活動の目的・活動方針を明確化し、組織として共有すること

提言⑤．研究成果創出の初期段階から、知財の活用を視野に入れること

提言⑥．外部リソースを活用しつつ、知財活動コストの最適化を図ること

提言⑦．知財・産学連携人材の確保・育成を図ること

図中「■」は、総合分析における13の区分に該当する

＜総合分析の区分＞

 
 

本研究で収集・整理した情報は、広く大学等に周知することにより、大学による適正な制

度の活用が見込まれることに加え、各大学の特色を活かした効果的な知的財産制度の活用へ

向けて、各大学の知財活動改善に貢献することが期待される。
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２．用語集・略語集（ワードインデックス）

 
① 「地方・中小規模大学」の定義 

本研究では、地方・中小規模大学を以下のように定義している。 
 

 定義 

地方・中小

規模大学 

都市部（政令指定都市、東京都内）の大規模（在籍学生数が 2,000 人以上）な大

学を除く大学。

＜備考＞

・大学の立地場所については、「大学本部所在地」とする。

・学生数については、「平成 21 年度における学部学生数（大学院大学の場合は

大学院生数）」とする。 

 
②「知財活動」「知財活用」「知財戦略」の定義 

本研究では、これら各用語を以下のように定義している。 
 

 定義 

知財活動 知的財産の創出、保護、活用（発明の創造・保護から市場展開）に至るまでの一

連の行動。 

知財活用 
知的財産を産業界に移転してイノベーションの促進につなげる行動。

研究成果を知的財産権制度の利用などを通じて、効果のあるように使うこと。

即ち、研究成果が産業界に使われること、製品化されて市場に出ること。 

知財戦略 
大学が理念や目標を達成するために、知的財産の創出、保護、活用に関する取組

について、中長期的視点で資源（資金、人員など）を総合的に運用する計画・考

え方。 

 
③「ライフ系大学」の定義 

本研究では、ライフ系大学を以下のように定義している。 
 

 定義 

ライフ系

大学 単科大学のうち、医学系、歯学系、薬学系の学部を持っている大学。 
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３．参考資料（類型化別指標分析、類型化別クロス分析）

 
第1章 類型化別指標分析

本編第 2 部第 3 章までにおける各グループ別の集合値の傾向を補足するため、本章では、

各指標ごとに、類型化別上位 10 大学の数値を個別整理する。なお、各指標は対象大学の 2007
年度から 2009 年度までの総計を用いている。

第1節 特許出願件数（類型化別上位 10大学分布）
特許出願件数では、概して、類型化（1）、類型化（3）の大規模大学グループの件数が多く、

類型化（2）、類型化（4）の中小規模大学グループが少ない結果となっている。

なお、類型化（2）、類型化（4）のグループでは、件数の比較的多い大学と、少ない大学の

分布の偏りが大きいことがわかる（類型化（2）、類型化（4）の中小規模大学グループにおい

ては、それぞれ上位 2 大学以外は、2007-2009 年度で概ね 100 件未満の特許出願件数となっ

ている）。

 
図 1 特許出願件数上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第2節 特許権実施等件数（類型化別上位 10大学分布）
特許権実施等件数では、類型化（4）の上位 1 大学が大きな値を示しているが（大学院大学

が該当）、それを除くと、概ね類型化（2）と類型化（4）は同程度の件数分布となっている。

本編（P.63、図 2-3-22）において、類型化（2）が、特許権実施等件数で苦戦している可能

性があると述べたが、上記の通り、類型化（4）の上位 1 大学が当該グループの平均値を押し

上げていることに鑑みると、中小規模大学の多くは（類型化（2）、類型化（4）に属する大学

の多くは）、特許権実施等件数で苦戦している可能性が伺える。

 
図 2 特許権実施等件数上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第3節 特許権実施等収入（類型化別上位 10大学分布）
特許権実施等収入においても、前述の特許権実施等件数と同様に、類型化（4）の上位 1

大学が大きな値を示している。当該大学分を除くと、概ね類型化（2）と類型化（4）は同規

模程度の分布となっている。

特許権実施等収入でみると、類型化（1）が、概して大きな値となっていることがわかる。 

 
図 3 特許権実施等収入上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第4節 共同研究実績件数（類型化別上位 10大学分布）
共同研究実績件数では、類型化（1）、類型化（3）の大規模大学グループの件数が概して大

きいことがわかる（特に、類型化（3）の値が大きい）。逆に、類型化（2）、類型化（4）の中

小規模大学グループは、上位数大学を除けば、共同研究実績件数の値も小さいことがわかる。

類型化（3）、類型化（4）の地方都市グループが、類型化（1）、類型化（2）の中核市以上

グループよりも概して件数が多いことに鑑みると、地方大学が、地元企業との共同研究を積

極的に進めている可能性が伺える。

 
図 4 共同研究実績件数上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第5節 共同研究実績受入額（類型化別上位 10大学分布）
共同研究実績受入額で見ても、前述の共同研究実績件数と同様の傾向が見受けられる。特

に類型化（3）の上位大学の共同研究実績受入額が大きいことがわかる。

 
図 5 共同研究実績受入額上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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ちなみに、図 5 の金額を図 4 の件数で除し、共同研究単価（受入額／件数）として比較す

ると、図 6 の通りとなる。

共同研究単価では、類型化（2）、類型化（4）の中小規模大学グループの方が、類型化（1）、
類型化（3）の大規模大学グループよりも概して値が大きい傾向が見受けられる。

 
図 6 共同研究単価（受入額／件数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第6節 受託研究実績件数（類型化別上位 10大学分布）
受託研究実績件数では、類型化（1）、類型化（3）の大規模大学グループの方が、類型化（2）、

類型化（4）の中小規模大学グループに比べて、概して件数が多い結果となっている。

 
図 7 受託研究実績件数上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第7節 受託研究実績受入額（類型化別上位 10大学分布）
受託研究実績受入額で見ても、受託研究実績件数と概ね同じ傾向が見受けられる。類型化

（1）を除き、受託研究実績受入額の大きな大学と、そうでない大学の分布の偏りが比較的大

きいことが伺える（上位大学と下位大学の受託研究実績受入額の差が大きい）。

 
図 8 受託研究実績受入額上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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ちなみに、図 8 の金額を図 7 の件数で除し、受託研究単価（受入額／件数）として比較す

ると、図 9 の通りとなる。

受託研究単価では、類型化（3）の上位 1 大学が大きな値を示している。当該大学を除くと、

前述の共同研究単価の場合と同様に、類型化（2）、類型化（4）の中小規模大学グループの値

が概して高い傾向がある。

 
図 9 受託研究単価（受入額／件数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第8節 参考：規格化値での比較（類型化別上位 10大学分布）：2007-2009年度計
以降、参考値として、特定の指標で規格化した場合（例えば、特許権実施等収入を、特許

権実施等件数で除し、1 件あたりの値とした場合）の比較値を示す48。

 
図 10 （特許出願件数）／（共同研究実績件数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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図 11 （特許出願件数）／（受託研究実績件数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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48 規格化のための母数が小さいケースもあり（例えば、図 10 では、母数としている共同研究実績件数が数

件の場合があり）、ここではあくまでも、大学単位で見た場合の分布のばらつきを見るための参考値とし

てご覧頂きたい。 
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図 12 （特許権実施等件数）／（特許出願件数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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図 13 （特許権実施等収入（千円））／（特許権実施等件数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009

年度計 

2,500.0 

1,017.5 

701.9 

605.8 

477.9 

449.0 

423.1 

378.4 

357.6 

260.6 

0 1000 2000 3000 4000

上位1

上位2

上位3

上位4

上位5

上位6

上位7

上位8

上位9

上位10

3,546.0 

1,025.0 

574.0 

500.0 

500.0 

442.5 

402.9 

371.0 

250.0 

247.3 

0 1000 2000 3000 4000

上位1

上位2

上位3

上位4

上位5

上位6

上位7

上位8

上位9

上位10

2,000.0 

1,068.0 

1,050.0 

879.9 

587.0 

562.0 

339.3 

220.2 

205.3 

202.2 

0 1000 2000 3000 4000

上位1

上位2

上位3

上位4

上位5

上位6

上位7

上位8

上位9

上位10

1,163.0 

1,000.0 

450.1 

260.5 

260.3 

251.1 

189.5 

162.2 

162.1 

128.8 

0 1000 2000 3000 4000

上位1

上位2

上位3

上位4

上位5

上位6

上位7

上位8

上位9

上位10

（１）

（４）

（３）

（２）

（千円/件） （千円/件）

（千円/件） （千円/件）

 

 

－ 214 －



C M Y K

08_197-236.dsz Fri Feb 25 19:04:56 2011

図 14 （共同研究実績受入額（千円））／（受託研究実績受入額（千円））上位 10 大学（類型化別）：

2007-2009 年度計 
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図 15 （大学発ベンチャー数）／（特許権実施等件数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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図 16 （特許出願件数）／（研究者数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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図 17 （特許権実施等件数）／（研究者数）上位 10 大学（類型化別）：2007-2009 年度計 
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第2章 類型化別クロス分析

第1節 中核市49以上にある大規模大学

類型化（１）「[人口 30 万人以上の都市に本部所在]かつ[学生数 2,000 人以上]」グループで

は、地方の国立大学や大規模私立大学の名が見られる。

図 18 より、宮崎大学、群馬大学、長崎大学は、研究者当たりの特許出願件数が多い。

図 19 より、金沢大学や香川大学が、研究者当たりの特許権実施等件数が多い。

 
図 18 研究者数・特許出願件数（中核市以上にある大規模大学） 

 

図 19 研究者数・特許権実施等件数（中核市以上にある大規模大学） 

 

                                                        
49 人口 30 万人以上は地方自治法による中核市の要件の一つである。厳密には、人口 30 万人以上であって

も、中核市でない市も存在するが、本研究では、便宜的に人口 30 万人以上の都市を中核市と呼ぶ。 
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図 20 より、長崎大学や金沢大学は、研究者一人当たりの特許権実施等収入が多い。

図 21 より、科学研究費補助金と特許出願件数には相関が見られる。その中で、宮崎大学

や近畿大学は科学研究費補助金当たりの特許出願件数が多い。

 
図 20 研究者数・特許権実施等収入（中核市以上にある大規模大学） 

 

図 21 科学研究費補助金・特許出願件数（中核市以上にある大規模大学） 
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図 22 より、岐阜大学、群馬大学、宇都宮大学、金沢大学は研究者当たりの共同研究実績

件数が多い。

図 23 より、熊本大学、岐阜大学、群馬大学は研究者当たりの共同研究実績受入額が多い。

 
図 22 研究者数・共同研究実績件数（中核市以上にある大規模大学） 

 

図 23 研究者数・共同研究実績受入額（中核市以上にある大規模大学） 
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近畿大学は、受託研究実績件数と受託研究実績受入額では上位となっている（図 24、図 25）。
多くの大学において、研究者一人当たりの受託研究実績件数は変わらないが（図 24）、研究

者一人当たりの受託研究実績受入額ではばらつきが見られる（図 25）。
 

図 24 研究者数・受託研究実績件数（中核市以上にある大規模大学） 

 

 

図 25 研究者数・受託研究実績受入額（中核市以上にある大規模大学） 

 

－ 220 －



C M Y K

08_197-236.dsz Fri Feb 25 19:04:56 2011

図 26 より、久留米大学や近畿大学は受託研究実績受入額に対し、共同研究実績受入額が

少ない。反対に、群馬大学、中部大学、宇都宮大学、県立広島大学は受託研究実績受入額に

対し、共同研究実績受入額が多い。

図 27 より、和歌山大学、関西学院大学、大分大学は特許出願件数当たりの大学発ベンチ

ャー数が多い。

 
図 26 受託研究実績受入額・共同研究実績受入額（中核市以上にある大規模大学） 

 

図 27 特許出願件数・大学発ベンチャー数（中核市以上にある大規模大学） 

 

－ 221 －



C M Y K

08_197-236.dsz Fri Feb 25 19:04:56 2011

 
第2節 中核市以上にある中小規模大学 
類型化（２）「[人口 30 万人以上の都市に本部所在]かつ[学生数 2,000 人未満]」グループに

は、医科大学が多く見られる。

図 28 と図 29 より、東京医科歯科大学と札幌医科大学以外の医科大学は、研究者当たりの

特許出願件数と特許実施等件数が少ない。このグループの中では、豊橋技術科学大学が研究

者当たりの特許出願件数と特許実施等件数が多い。

 
図 28 研究者数・特許出願件数（中核市以上にある中小規模大学） 

 

図 29 研究者数・特許権実施等件数（中核市以上にある中小規模大学） 
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図 30 より、札幌医科大学、東京医科歯科大学、豊橋技術科学大学、浜松医科大学が研究

者当たりの特許権実施等収入が多い。

図 31 より、聖マリアンナ医科大学、豊橋技術科学大学は、科学研究費補助金当たりの特

許出願件数が多い。

 
図 30 研究者数・特許権実施等収入（中核市以上にある中小規模大学） 

 

図 31 科学研究費補助金・特許出願件数（中核市以上にある中小規模大学） 
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図 32 と図 33 より、類型化（２）グループでは東京医科歯科大学と豊橋技術科学大学以外

の大学は、共同研究実績件数・共同研究実績受入額ともに少ない。

 
図 32 研究者数・共同研究実績件数（中核市以上にある中小規模大学） 

 

図 33 研究者数・共同研究実績受入額（中核市以上にある中小規模大学） 
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前頁の共同研究実績の結果に対して、多くの大学で受託研究実績件数と受託研究実績受入

額が高くなっている（図 34、図 35）。類型化（２）に所属する大学は、共同研究と比べて、

受託研究が活発に行われていると考えられる。

 
図 34 研究者数・受託研究実績件数（中核市以上にある中小規模大学） 

 

図 35 研究者数・受託研究実績受入額（中核市以上にある中小規模大学） 
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図 36 より、多くの大学で受託研究実績受入額が共同研究実績受入額に比べて多い結果と

なっている。一方で、東京医科歯科大学、豊橋技術科学大学、聖マリアンナ大学は、受託研

究実績受入額に対し共同研究実績受入額の比率が高い。

図 37 より、光産業創成大学院大学、秋田県立大学、聖マリアンナ大学が、特許出願件数

当たりの大学発ベンチャー数が多い。

 
図 36 受託研究実績受入額・共同研究実績受入額（中核市以上にある中小規模大学） 

 

図 37 特許出願件数・大学発ベンチャー数（中核市以上にある中小規模大学） 
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第3節 地方都市にある大規模大学 
類型化（３）「[人口 30 万人未満の都市に本部所在]かつ[学生数 2,000 人以上]」グループに

は、地方の国立大学が多く見られる。

図 38 より、研究者当たりの特許出願件数でみると、信州大学が多い。

図 39 より、研究者当たりの特許権実施等件数でみると、信州大学のほかに、金沢工業大

学や岩手大学等が多い。

 
図 38 研究者数・特許出願件数（地方都市にある大規模大学） 

 

図 39 研究者数・特許権実施等件数（地方都市にある大規模大学） 
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図 40 より、信州大学、徳島大学、山梨大学が研究者当たりの特許権実施等収入が多い。

図 41 を見ると、筑波大学が科学研究費補助金当たりの特許出願件数が少ない。 
 

図 40 研究者数・特許権実施等収入（地方都市にある大規模大学） 

 

図 41 科学研究費補助金・特許出願件数（地方都市にある大規模大学） 
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図 42 と図 43 を見ると、筑波大学は、共同研究実績件数、共同研究実績受入額で共に上位

となっている。また、信州大学、山口大学、三重大学、徳島大学が研究者当たりの共同研究

実績件数や共同研究実績受入額が多くなっている。

 
図 42 研究者数・共同研究実績件数（地方都市にある大規模大学） 

 

図 43 研究者数・共同研究実績受入額（地方都市にある大規模大学） 
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図 44 より、金沢工業大学が研究者当たりの受託研究実績件数が多い。

図 45 より、山梨大学、信州大学が研究者当たりの受託研究実績受入額が多い。 
 

図 44 研究者数・受託研究実績件数（地方都市にある大規模大学） 

 

図 45 研究者数・受託研究実績受入額（地方都市にある大規模大学） 
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図 46 より、山梨大学は受託研究実績受入額に対して、共同研究実績受入額が少ない。反

対に、三重大学、山口大学は受託研究実績受入額に対し、共同研究実績受入額が多い。

図 47 より、岩手大学、筑波大学は、特許出願件数に対して大学発ベンチャー数が多い。 
 

図 46 受託研究実績受入額・共同研究実績受入額（地方都市にある大規模大学） 

 

図 47 特許出願件数・大学発ベンチャー数（地方都市にある大規模大学） 
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第4節 地方都市にある中小規模大学 
類型化（４）「[人口 30 万人未満の都市に本部所在]かつ[学生数 2,000 人未満]」グループに

は、医科系大学や工科系大学が多い。

図 48 より、研究者当たりの特許出願件数を見ると、奈良先端科学技術大学院大学、長岡

技術科学大学、北陸先端科学技術大学院大学などの工科系大学が多く、東京女子医科大学、

埼玉医科大学、岩手医科大学などの医科系大学は少ない。

図 49 より、奈良先端科学技術大学院大学の特許権実施等件数が多い。 
 

図 48 研究者数・特許出願件数（地方都市にある中小規模大学） 

 

図 49 研究者数・特許権実施等件数（地方都市にある中小規模大学） 
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図 50 より、特許権実施等収入においても、奈良先端科学技術大学院大学が多い。

図 51 より、科学研究費補助金当たりの特許出願件数は、高知工科大学や長岡技術大学が

多く、奈良県立医科大学や東京女子医科大学が少ない。

 
図 50 研究者数・特許権実施等収入（地方都市にある中小規模大学） 

 

図 51 科学研究費補助金・特許出願件数（地方都市にある中小規模大学） 
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図 52 と図 53 から、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大学、長岡技

術科学大学、北見工業大学などの工科系大学は、研究者数に対して共同研究実績件数・共同

研究実績受入額が多く、自治医科大学、東京女子医科大学などの医科系大学は研究者数に対

して共同研究実績件数・共同研究実績受入額が少ない。

 
図 52 研究者数・共同研究実績件数（地方都市にある中小規模大学） 

 

図 53 研究者数・共同研究実績受入額（地方都市にある中小規模大学） 
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図 54 と図 55 より、東京女子医科大学の受託研究実績件数・受託研究実績受入額が多い。 
 

図 54 研究者数・受託研究実績件数（地方都市にある中小規模大学） 

 

図 55 研究者数・受託研究実績受入額（地方都市にある中小規模大学） 
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図 56 より、東京女子医科大学は受託研究実績受入額に対して、共同研究実績受入額が少

ない。反対に、長岡技術大学、北見工業大学、高知工科大学は受託研究実績受入額に対し、

共同研究実績受入額が多い。

図 57 より、会津大学、岩手県立大学、高知工科大学は、特許出願件数に対して大学発ベ

ンチャー数が多い。

 
図 56 受託研究実績受入額・共同研究実績受入額（地方都市にある中小規模大学） 

 

図 57 特許出願件数・大学発ベンチャー数（地方都市にある中小規模大学） 
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